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（１） NITEの紹介

（２） 製品事故の動向

（３） 終わりに



3

（１） ＮＩＴＥの紹介

（２） 製品事故の動向

（３） 終わりに
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• ＮＩＴＥは経済産業省所管の行政執行法人
• 工業製品の技術的評価と品質に関する情報の収集、提供等を通じた、
工業製品の品質の向上、安全性の確保により、産業の発展に貢献することが目的

ＮＩＴＥの紹介



製品安全センターの組織

北海道支所

四国支所

中国支所

東北支所

中部支所

北陸支所

九州支所

事故調査課

製品安全支援課

計画課

事故調査統括課

情報解析企画課

製品安全広報課

検査業務室

製品安全センター 燃焼技術センター

大型燃焼実験室→

重大製品事故統括室

製品安全センター東京

製品安全センター大阪（本部）
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国際連携室



消防、警察、
消費生活センター、販売事業者等

製造事業者・輸入事業者

製品事故情報の収集

◆事故情報収集制度
1974年から運用
通知者の協力の下で任意で情報を収集
経済産業省から全国の事業者団体へ通
達が発出され、重大製品事故に該当し
ない事故の情報収集を支援

◆製品事故情報報告・公表制度
消費生活用製品安全法に基づき創設、
2007年5月14日施行
死亡、重傷、後遺障害、ＣＯ中毒、火
災等、重篤な被害が発生した事故につ
いて、技術的調査を経済産業省からの
指示により実施

重大製品事故
の調査指示

重大製品事故 非重大製品事故

消費者

収集（任意）報告（義務）

事故発生の連絡

製品事故
の発生

事故情報の提供、
重大製品事故の
調査結果の報告 調査結果の公表及び活用

第三者有識者による審議

重大／非重大製品事故

調査結果等を踏まえた
事故防止策の検討・実施・公表

事案により合同会議*による審議

＊合同会議の正式名称は、「消費者安全調査委員会製
品事故情報専門調査会及び 消費経済審議会製品安全
部会製品事故判定第三者委員会合同会議」という。

事故原因の調査及び究明

通知

製品事故情報の収集

6

消費者庁

経済産業省

重大製品事故

非重大製品事故
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（１） NITEの紹介

（２） 製品事故の動向

（３） 終わりに
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製品区分別の事故発生件数の推移
・家庭用電気製品が事故発生件数の約半数を占めている。（2021年度以降増加傾向）
・リコール等の大量報告により収集件数が突発的に増加することがある。（2021年度の家具・住宅用品）

※2025年4月30日時点の集計結果
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事故発生件数上位10製品群
・5年間連続で上位10製品群に入っているものは背景色を付けている。
・類似の製品を製品群としてまとめている。
・バッテリー類は2022年度から2024年度の3年連続で事故発生件数が最多。

※2025年4月30日時点の集計結果
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事故発生件数と火災件数の推移（被害状況別）
・2020年度以降、火災件数は増加傾向。（バッテリー類、充電器、エアコン、照明器具等の火災件数増加が要因）
・複数の被害状況に該当する場合には、より重い被害で集計している。
（人的被害と物的被害の両方に該当する事故では人的被害で集計している。）

※「被害なし・不明」には被害状況確認中で現時点では不詳のものも含む。 ※2025年4月30日時点の集計結果
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年代別の事故発生件数と火災件数（人的被害）

※2015～2024年度に発生した事故で集計
被害者の年齢（年代）が不明の事故情報は除いている。

・被害者の年代が上がるにつれて死亡事故の件数が増加傾向。（火災による人的被害についても同様の傾向。）
・20歳代以上の各年代において、死亡事故の半数以上が火災事故。
・複数の被害状況に該当する場合には、より重い被害で集計している。
（人的被害と物的被害の両方に該当する事故では人的被害で集計している。）

※2025年4月30日時点の集計結果
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年代別の事故発生件数と火災件数（物的被害）

※2015～2024年度に発生した事故で集計
被害者の年齢（年代）が不明の事故情報は除いている。

・４０歳代をピークに50歳代以降は減少に転じている。
・製品破損の事故は被害者の年齢（年代）が不明であるものが多い。
・複数の被害状況に該当する場合には、より重い被害で集計している。
（人的被害と物的被害の両方に該当する事故では人的被害で集計している。）

※2025年4月30日時点の集計結果
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（１） NITEの紹介

（２） 製品事故の動向

（３） 終わりに
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2024年度 事故情報収集報告書を公表しました

年に2回、報告書を公表

春には 事故情報収集報告書
→統計的な情報を発信

秋には 事故情報解析報告書
→事故情報からわかる社会の動向を紹介

NITEホームページで公表中
「NITE 2024年度報告書」で検索

年度報告書の紹介



製品事故情報・リコール情報検索

https://safe-lite.nite.go.jp/

◆ 「NITE SAFE-Lite」は、スマートフォンやパソコンから簡単にご利用いただける製品事故に特化した無料のWeb検索ツールです。
◆ 日ごろから使っている感覚的な言葉で事故情報を検索をすることができ、製品事故リスクへの気づきに活用できます。

2020年10月公開
※2024年4月から製品事故検索・リコール情報検索DBを統合し、「NITE SAFE-Lite」になりました
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ご清聴ありがとうございました


